
 

 

 

平成２７年１０月 ９日 

国土交通省東京航空局 

 

 

適切な事業許可取得に向けた指導の強化について 

 

 

航空機を使用して行う事業は、大きな危険を伴うことなどの観点から、航空法

に基づき許可が必要とされています。 

東京航空局では、航空機を使用して何らかの事業を行っている、または、将来

始めようとしている自家用機の運航者に対する相談窓口並びに許可の対象となる

事業の疑いのある運航をしている者を知り得たときの通報連絡先を改めて周知す

ることにより、適切な事業許可取得に向けた指導の強化を図ることとしました。 

これらの措置について、自家用機の運航者等に対して周知、啓発を行うため、

今般、空港等の管理者に対して協力依頼を行ったのでお知らせします。 

 

（添付書類） 

小型航空機の使用者に対する事業許可取得に向けた周知活動の実施について 

啓発ペーパー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

 

【問い合わせ先】 

東京航空局 総務部 航空振興課 

〒102-0074 

東京都千代田区九段南１－１－１５ 

電 話 ：０３－５２７５－９３１５ 

ＦＡＸ ：０３－３２２１－３６７１ 

ＭＡＩＬ：cab-tcabshinkou@mlit.go.jp 

 



平成２７年１０月 ８日 

東 空 振 第 １ ３ ８ 号 

 

 

空港等の管理者 あて 

 

 

                       東京航空局        

総務部航空振興課長   

 

 

 

小型航空機の使用者に対する事業許可取得に向けた周知活動の実施について 

 

 

平素より航空行政に御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

既にご承知のとおり、平成２７年７月２６日、調布飛行場を離陸した小型航空機が

墜落し、経路下の住宅を大破させ、住民を含む３名が死亡、５名が負傷するという事

故が発生しました。 

事故を起こした運航者は、航空法の許可を受けないで航空機を使用して事業を行っ

ていたという疑いが報道等でなされておりますが、現在調査中であります。 

このような状況も踏まえ、小型航空機を使用して航空機使用事業等を行おうとする

場合には航空法に基づく許可が必要であることを改めて周知するため、別添の啓発ペ

ーパーを作成したところです。 

つきましては、当該ペーパーの関連施設への掲示や広報媒体への掲載をしていただ

く等、空港等を利用される小型航空機の使用者及びその関係者への周知について格段

のご協力をお願いいたします。 

今後とも、航空の健全な発展のため、皆様の御理解と御協力を賜りますよう、何卒

よろしくお願い申し上げます。 

 

 

 

 
【本件に関するお問い合わせ先】 

○東京航空局総務部航空振興課 

企画調整係(cab-tcabshinkou@mlit.go.jp)  

Tel： 03-5275-9315（直通） 

mailto:cab-tcabshinkou@mlit.go.jp


【相談・通報連絡先】 
 

東京航空局 航空振興課 整備係（東日本に本店を置く場合）  電話 03-5275-9315 
大阪航空局 航空振興課 整備係（西日本に本店を置く場合）  電話 06-6949-6216 

他人の需要に応じ、航空機を使用して、有償で 

 旅客又は貨物を運送する事業(*1)（航空運送事業） 

 旅客又は貨物の運送以外の行為の請負を行う事業(*2)（航空機使用事業） 
 

を経営する場合は、航空法第１００条又は第１２３条の許可が必要です。  

 
 
 
 

「他人の需要」・・・・・ 不特定多数の他人、すなわち公衆の用に供する場合と、特定の
者の利用に供する場合の両方が含まれます。 

「航空機を使用」・・・ その者が、航空機の運航の主体となってという意味で、航空機の
管理権を有して、これを運航させる場合を指します。 

「有償」・・・・・・・・・・・ 給付に対して対価を得てという意味ですが、給付の原価を償うこと
は対価の要素ではありません。 

「事業」・・・・・・・・・・・ 一定の目的をもってなされる同種の行為の反復継続的な遂行が、
社会通念上事業と認められる程度に至るものを指します。 

                

遊覧飛行は、旅客を運送す
る事業に含まれます。 

写真撮影、空中測量、操縦訓練、
薬剤散布などが該当します。 

（*1） （*2） 

自家用機で事業はできません！ 
 
 

 航空機を使用して行う事業には、大きな危険を伴うことなどの観点から、許可が必要です。 

 無許可で営業をした者は、３年以下の懲役又は３百万円以下の罰金に処せられます。 

許可の対象となる事業 

用語の解説 

 現在、航空機を使用して何らかの事業を行っている方、または、将来始めようとされてい
る方は、その事業が航空法の許可を必要とするか否かをご確認いただき、法令を遵守し
た適切な事業の実施に努めていただきますようお願いします。 

自家用機の運航者の皆様へ 

 自家用機を使用して、航空法の許可の対象となる事業の疑いのある運航をしている者
を知り得たときは、速やかに地方航空局航空振興課に通報いただきますようお願いしま
す。 

空港等の管理者及び既許可事業者の皆様へ 


